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第１ 企業の概況 
 

１．主要な経営指標等の推移 

提出会社の状況       

回     次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決 算 年 月 平成10年４月 平成11年４月 平成12年４月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 

売上高 (千円) 3,094,152 5,144,830 6,227,737 8,673,385 13,698,784 16,535,151 

経常利益 (千円) 57,857 85,752 292,321 348,486 394,510 451,267 

当期純利益 (千円) 31,565 39,812 160,707 200,295 222,679 253,768 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) － － － － － － 

資本金 (千円) 70,000 85,000 135,000 310,175 430,550 453,925 

発行済株式総数 （株） 1,400 1,700 2,535 4,110 5,320 16,960 

純資産額 (千円) 150,770 213,582 466,335 940,705 1,273,935 1,532,437 

総資産額 (千円) 1,257,675 1,728,466 4,072,987 5,806,352 7,202,217 7,735,985 

１株当たり純資産額 （円） 107,692.99 125,637.05 183,958.87 228,882.23 239,461.63 90,356.00 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当
額) 

（円） 
5,000.00 

（ - ） 

6,000.00 

（ - ） 

9,000.00 

（ - ） 

10,000.00 

（ - ） 

(注)3 

（ - ） 

  3,000.00 

       ( - ) 

１株当たり当期純利益 （円） 25,995.70 26,235.19 79,312.88 62,358.92 51,412.93 15,856.74 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

（円） － － － － － － 

自己資本比率 （％） 12.0 12.4 11.4 16.2 17.7 19.8 

自己資本利益率 （％） 28.24 21.85 47.27 28.47 20.11 18.09 

株価収益率 （倍） － － － － － 4.13 

配当性向 （％） 19.2 22.9 11.3 16.0 18.8 18.9 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) － － － △1,012,352 △674,482 236,996 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

(千円) － － － △197,786 △130,064 △187,634 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

(千円) － － － 1,376,808 1,133,224 84,322 

現金及び現金同等物の期
末残高 

(千円) － － － 248,179 576,855 710,541 

従業員数 （人） 16 24  34 49 81 101 

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については
記載しておりません。 
２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３．第９期の１株当たり配当額は、旧株１株当たり10,000.00円、第１新株１株当たり1,917.81円、第２新株
１株当たり219.18円であります。 
４．第９期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当社株式は非上場、かつ店頭登録もして
いないため期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。第10期の潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
５．第９期までの株価収益率については、当社株式は非上場、かつ店頭登録もしていないため記載しておりま
せん。 
６．第８期は決算期の変更により、平成12年５月１日から平成13年２月末日までの10ヶ月間となっております。 
７．第８期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、朝日監査法人の監査を受け
ておりますが、第７期以前の財務諸表については、監査を受けておりません。 
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８．平成14年６月20日付で株式１株につき３株の分割を行っております。なお、第10期の１株当たり当期純利
益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

 

２．沿革  

年  月 事           項 

平成６年１月 注文住宅建築を主たる業務として創建ホームズ株式会社を設立 

平成６年３月 東京都杉並区南荻窪１丁目に本社を開設 

平成６年６月 宅地建物取引業者免許取得 東京都知事(1)第71550号 

平成７年10月 戸建分譲開発を開始 

平成８年３月 建設業許可取得 東京都知事(般－7)第102827号 

平成10年10月 一級建築士事務所許可取得 東京都知事登録第43491号 

平成13年８月 ＩＳＯ9001認証取得 

平成14年７月 一級建築士事務所許可取得 第一事業部 東京都知事登録第47687号 

              第二事業部 東京都知事登録第47688号 

              第三事業部 東京都知事登録第47689号 

平成14年７月 特定建設業許可取得 東京都知事(特－14)第102827号 

平成14年７月 ＩＳＯ14001認証取得 

平成15年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録 
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３．事業の内容 

 当社は、お客様に「夢と満足の家創り」を提供するという使命を実現するために、主たる事業である完成工事

事業及び不動産事業を東京城西及び城南地区
(注)1
を中心に行っており、各事業の具体的内容は次のとおりであり

ます。なお、当社には関係会社はありません。 

 

(1) 完成工事事業 

 完成工事事業は、注文住宅の建築等の業務を行う事業であります。注文住宅の建築は、当社が顧客との間で

戸建住宅の工事請負契約を締結し、企画、設計及び施工（工事管理）を行う業務であります。当該住宅の建築

のほか不動産仲介会社からの依頼による建物の建築及び以下に記載しております土地付注文住宅
(注)２
の建物

も建築しており、このほか、当該事業ではリフォーム工事等も行っております。 

 

(2）不動産事業 

 不動産事業は、戸建分譲開発等の業務を行う事業であります。戸建分譲開発は、当社が事業用地の仕入、企

画、設計及び施工（工事管理）を行い、１プロジェクト当たり３～４棟が中心である戸建分譲住宅の建築を行

う業務であります。 

 戸建分譲開発の物件は、戸建分譲住宅として企画及び設計を行い建築確認申請から建築確認が認可されるま

での間に土地を含めた当該住宅の情報を不動産仲介会社等に提供しております。その際、当該住宅を要望する

顧客の紹介を不動産仲介会社等から受けた場合には、可能な範囲で顧客の要望に合うように当該顧客と建物に

関する打合せを行い土地付注文住宅に形態を変更しております。これは、建築確認の認可前に顧客と締結する

建物の工事請負契約は宅地建物取引業法の適用除外でありますが、土地の契約は当該法律に基づき不動産売買

契約（建築条件付不動産売買契約）を締結しているためであります。 

 なお、建築確認が認可されるまでに不動産仲介会社等から顧客の紹介がない場合には、当初の企画及び設計

に基づいて戸建分譲住宅の建築を行っております。 

 また、このほか、当該事業では一部顧客の要望等に応じて建築条件を付さない宅地分譲を行うとともに、最

初から土地のみの販売を意図して仕入れた土地の販売も行う場合があります。 

 

(注)１．東京城西及び城南地区……当社では、杉並区、中野区及び武蔵野市を東京城西地区、世田谷区、目黒

区、品川区及び大田区を東京城南地区と定義しております。(以下、同様) 

(注)２．土地付注文住宅……………顧客との間で、土地は建築条件付不動産売買契約、建物は工事請負契約と、

土地と建物について別形態の契約を締結する住宅のことを当社では「土

地付注文住宅」と定義しております。 

なお、建築条件付不動産売買契約とは、不動産売買契約締結後一定期間

内に建築請負契約を締結できない場合は、不動産売買契約を無効とする

特約を付した契約であります。(以下、同様) 
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主たる事業の系統図は、次のとおりであります。 

(1)完成工事事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2)不動産事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注) 土地付注文住宅の場合の系統図は下記のとおりであり、当社では建物部分の売上は完成工事事業（注文住

宅）に、また、土地部分の売上は不動産事業（宅地分譲）に区分しております。 

当  社 

当  社 

当  社 

土地所有者 

外 注 先 不動産仲介会社等 

顧  客 
売 買 代 金 

手数料 手数料 

外 注 先 不動産仲介会社等 

当  社 顧  客 
工事請負代金 

手数料 

土地所有者 

外 注 先 不動産仲介会社等 

顧  客 売 買 代 金 
工事請負代金 

手数料 手数料 

外 注 先 

不動産仲介会社
工事請負代金 

工事請負契約 

建 物 

注文住宅建築 

発注・売買代金 納 品 

情 報 

情 報 

不動産仲介会社からの依頼による住宅の建築 工事請負契約 

建 物 

発注・売買代金 納 品 

戸建分譲開発 

不動産売買契約 

土 地 ・ 建 物 
用地取得 売買代金 

発注・売買代金 納 品 

情 報 情 報 

土地付注文住宅 

建築条件付不動産売買 

契約及び工事請負契約 

土 地 ・ 建 物 用地取得 売買代金 

発注・売買代金 納 品 

情 報 情 報
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４．関係会社の状況 

 該当事項はありません。 

 

５．従業員の状況 

(1) 提出会社の状況  平成15年２月28日現在 

従 業 員 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 平 均 年 間 給 与 

101人 34歳３ヶ月 ２年３ヶ月 6,164,545円 

 （注）１.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

２.従業員数は、当期中において20人増加しております。これは業務拡大にともなう中途採用及び新卒採用

を行ったことによります。 

３.「事業部門等」に関連付けた記載は困難であるため、「事業部門別」の記載を省略しております。 

 

(2）労働組合の状況 

 当社に労働組合は結成されておりませんが、労使参加による定期的な会合を行っております。なお、労使関

係は安定しております。 
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第２ 事業の状況 
 

１．業績等の概要 

(1) 業績 

 当事業年度における日本経済は、依然として停滞状況から脱しきれず、景気判断の度重なる下方修正、株価の下落、

失業率の上昇など、以前にも増してデフレ傾向を強めるなど厳しい状況を呈してまいりました。 

住宅業界の状況は、低金利に加え住宅ローン減税継続等による政府の住宅政策のもと、住宅需要の都心回帰の動き

や一部地域における地価の底打ち感がみられはするものの、景気低迷が長引くなかでの個人金融資産残高の目減り、

将来の雇用不安、所得不安による購入意欲の減退等の影響を受け、全体としては依然として厳しい事業環境が続いて

おります。 

 このような状況下にあって、当社におきましては、継続的なコスト削減に加え、新工法の導入、ＩＳＯ14001（環

境）の認証取得、住宅性能表示制度への対応、オリジナルブランドの構築、リフォーム事業開発チームの発足等の施

策を実行してまいりました。また、クオリティの高い住宅と良質なアフターサービスの提供を通じた顧客満足度の向

上によって、他社との差別化を図り、地域・顧客層を絞った高付加価値経営に取り組んでまいりました。 

 その結果、売上高は16,535百万円（前年同期比20.7％増）、経常利益は451百万円（前年同期比14.4％増）、当期

純利益は253百万円（前年同期比14.0％増）となりました。 

 事業別業績は次のとおりであります。 

 完成工事事業における売上高は、継続的に受注の選別を行い比較的に高額案件の取扱を行っておりますが、案件数

の減少等により1,586百万円（前年同期比32.8％減）となりました。 

 不動産事業における売上高は、自社分譲案件の増加等により14,949百万円（前年同期比31.8％増）となりました。 

 

(2) キャッシュ・フロー 

 当事業年度における「現金及び現金同等物」（以下「資金」という。）は710百万円となり、前期末に比べ、133百

万円増加いたしました。 

 また、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

   

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は236百万円（前年同期は674百万円の使用）となりました。 

これは主に税引前当期純利益448百万円を計上したこと、たな卸資産の増加額216百万円、前渡金の減少額79百万円、

仕入債務の増加額89百万円及び法人税等の支払額171百万円等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は187百万円（前年同期は130百万円の使用）となりました。 

これは主に有形固定資産（横浜事業部事務所建築費）の取得によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は84百万円（前年同期は1,133百万円の獲得）となりました。 

これは主に社債の発行による収入100百万円、公募増資による収入56百万円等によるものであります。 
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２．受注及び販売の状況 

(1) 受注状況 

 最近２事業年度における完成工事高の受注状況を示すと次のとおりであります。 

   （単位：千円） 

項  目 
期  別 

前期繰越高 当期受注高 当期完成工事高 次期繰越高 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

1,105,726 1,968,145 2,477,626 596,245 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

596,245 1,938,767 1,665,441 869,570 

 （注）１．上記の金額には、消費税等が含まれております。 

２. 上記の金額は、販売価額により表示しております。 

 

(2）販売実績 

 最近２事業年度における販売実績を示すと次のとおりであります。 

  （単位：千円） 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 

種  別 数 量 金   額 数 量 金   額 

完 成 工 事 高     

注  文  住  宅 72棟 2,201,796  49棟 1,440,347  

そ の 他 売 上 高 － 157,847   －        145,786 

計  2,359,644  1,586,134  

不 動 産 事 業 売 上 高      

分  譲  住  宅 95棟 6,065,570  151棟 9,246,561 

宅  地  分  譲 
（建築条件付不動産売買） 

45件 2,897,605   61件 3,104,044 

宅  地  分  譲 
（建築条件付不動産売買以外） 

32件 2,375,964   28件 2,598,410 

計  11,339,140  14,949,016 

合     計  13,698,784  16,535,151 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他売上高は、主に既存顧客に対するリフォーム工事であります。 



－  － 
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３．前記の地域別販売件数は、以下のとおりであります。 

 
第９期 

自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

 

エ リ ア 別 

注文住宅 分譲住宅 宅地分譲 注文住宅 分譲住宅 宅地分譲 

  棟 棟 件 棟 棟 件 

 東京城西地区 23 30 22 12 26 18 

 
東京城南地区 30 13 28 21 42 41 

 
東京城北地区 5 15 8 5 23 15 

 
都心エリア 10 2 11 4 4 3 

 
その他東京23区内 - - - - - - 

 
東京23区外(武蔵野市
を除く) 

2 19 7 6 18 10 

 
横浜・埼玉・その他 2 16 1 1 38 2 

 
合    計 72 95 77 49 151 89 

 （注）当社におけるエリア別の定義は以下のとおりです。 

東京城西地区(杉並区、中野区、武蔵野市)、東京城南地区(世田谷区、目黒区、品川区、大田

区)、東京城北地区(豊島区、練馬区、板橋区、北区)、都心エリア(文京区、新宿区、渋谷区、

港区、中央区、千代田区) 

 

(3) 契約状況 

 最近２事業年度における不動産事業売上高の契約状況を示すと次のとおりであります。 

  （単位：千円） 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 
 

摘  要 
期首契約残高 契 約 高 期末契約残高 契 約 高 期末契約残高 

件 数 25 172 25 234 19 

金 額 1,482,102 11,407,698 1,448,737 14,691,588 1,034,650 

 （注）１．上記の金額には、消費税等が含まれております。 

２．上記の金額は、販売価額により表示しております。 

 



－  － 
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３．対処すべき課題 

 依然として景気の実態は厳しく、一般的に消費者は支出抑制の姿勢を維持していると考えております。一方、かか

る状況におきましても、地価下落・都心回帰の動きのもと、一定水準の住宅需要が存在することも実感しております。 

 当社といたしましては、このような事業環境に対処するため、ＩＳＯ9001（品質）及びＩＳＯ14001（環境）の認

証に基づく品質・環境への取り組みをさらに充実させるとともに、コスト削減等による利益率改善を最優先課題とし

て、具体的には下記のポイントを掲げ、業績の向上並びに社会貢献を目指してまいります。 

 

・資金調達力の向上 

 金融機関との良好な関係を維持しつつ、金融機関からの調達金利の低減を図るとともに、直接金融市場からの調達

を進め、調達手段の多様化を行うこと。 

・地価下落リスクへの対処 

 マーケティングを強化し、リスクを軽減した土地仕入のスキームを確立すること。 

・新技術・新工法の導入 

 新工法の導入により、工程等の簡素化及び業務の効率化を進めること。 

・事業用地仕入の大型化 

 現在の１プロジェクト当たり平均３～４棟となる事業用地の仕入に加え、大型の事業用地の仕入も行い、更なるス

ケールメリットを獲得すること。 

・コスト削減等 

 会社全体の取り組みとして、購買単価低減を行うとともに人事考課及び人材の育成により、生産性の向上を推進す

ること。 

 

４．経営上の重要な契約等 

 該当事項はありません。 

 

５．研究開発活動 

 該当事項はありません。 



 

－  － 
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第３ 設備の状況 
 

１．設備投資等の概要 

   当社は、横浜地区の業務拡大に伴い、横浜市神奈川区に横浜事業部を建設予定であり、建物建設費用として 

  318百万円の設備投資を実施しました。 

   なお、当事業年度においては、重要な設備の除却・売却等はありません。 

 

２．主要な設備の状況 

 当社は、国内に３ヶ所の事業所を運営しております。主要な施設は、次のとおりであります。 

   平成15年２月28日現在 

帳 簿 価 額（千円） 
事 業 所 名 
(所 在 地) 

事業の部門別
の名称 

設備の内容 
建 物 車両運搬具 

土 地 
(面積㎡) 

その他 合 計 

従業員数
(人) 

摘要 

本    社 
(東京都杉並区) 

完成工事事業
不動産事業 

統括・業務
施設 

104,233 584 
139,743 
(244.44) 

279 244,841 62  

第二事業部 
(東京都杉並区) 

完成工事事業
不動産事業 

業務施設 64,423 - 
145,910 
( 308.10) 

96 210,430 21  

第三事業部 
(東京都杉並区) 

完成工事事業
不動産事業 

業務施設 30,045 - 
13,045 
( 18.46) 

26 43,117 18  

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具・備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

 名    称 数量 リース期間 年間リース料 リース契約残高 備考 

 工具器具・備品 10件 ５年～７年 11,925千円 39,170千円 
所有権移転外ファ
イナンス・リース 

 

３．設備の新設、除却等の計画 

(1) 重要な設備の新設 

業務拡大に伴い、横浜市神奈川区に横浜事業部、東京都目黒区に自由が丘事業部を開設予定であります。 

平成15年２月28日現在 

     （単位：千円） 

投 資 予 定 金 額 着手及び完了予定年月 
事 業 所 名 
( 所 在 地 ) 

事業の部門別
の名称 

設備の内容 
総  額 既支払額 

資金調達
方法 

着  手 完  了 

完成後の
増加能力 

横浜事業部 
(横浜市神奈川区) 

完成工事事業 
不動産事業 

業務施設 
(土地・建物) 

470,000 472,204 
自己資金 
及び借入
金 

平成14年4月 平成15年3月 - 

自由が丘事業部 
(東京都目黒区) 

完成工事事業 
不動産事業 

業務施設 
（建物） 

30,000 - 自己資金 平成15年3月 平成15年3月 - 

 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

 



－  － 
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第４ 提出会社の状況 
 

１．株式等の状況 

(1）株式の総数等 

① 株式の総数  

  種      類 会社が発行する株式の総数（株） 

普 通 株 式 63,840 

  計 63,840 

 

② 発行済株式    

種 類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成15年２月28日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成15年５月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内 容 

普通株式 16,960 16,960 日本証券業協会 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式 

計 16,960 16,960 － － 

 

(2）新株予約権等の状況 

 該当事項はありません。 

 

(3）発行済株式総数、資本金等の推移     

発行済株式総数 資 本 金 資 本 準 備 金 
年 月 日 

増 減数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高 
摘 要 

 株 株 千円 千円 千円 千円  

平成10年12月９日 300 1,700 15,000 85,000 15,000 35,400 
有償第三者割当増資(注)1 300株 

発行価格   100,000円 
資本組入額  50,000円 

平成11年12月10日 835 2,535 50,000 135,000 50,000 85,400 

有償第三者割当増資（従業員持株
会）           175株 

発行価格   100,000円 
資本組入額  50,000円 

有償第三者割当増資（その他）
(注)2           660株 

発行価格   125,000円 
資本組入額  62,500円 

平成12年９月22日 975 3,510 121,175 256,175 121,175 206,575 

有償第三者割当増資（従業員持株
会）           35株 

発行価格   210,000円 
資本組入額  105,000円 

有償第三者割当増資（その他）
(注)3          940株 

発行価格   250,000円 
資本組入額  125,000円 

平成12年12月８日 600 4,110 54,000 310,175 540 207,115 

新株引受権権利行使による増加 
600株 

発行価格   90,000円 
資本組入額  90,000円 

平成13年12月20日 1,000 5,110 90,000 400,175 900 208,015 

新株引受権権利行使による増加 
1,000株 

発行価格   90,000円 
資本組入額  90,000円 
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発行済株式総数 資 本 金 資 本 準 備 金 
年 月 日 

増 減数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高 
摘 要 

 株 株 千円 千円 千円 千円  

平成13年12月21日 130 5,240 18,375 418,550 18,375 226,390 

有償第三者割当増資（従業員持株
会）           50株 

発行価格   255,000円 
資本組入額  127,500円 

有償第三者割当増資（その他）
(注4)           80株 

発行価格   300,000円 
資本組入額  150,000円 

平成14年２月21日 80 5,320 12,000 430,550 12,000 238,390 

有償第三者割当増資（その他）
(注5)           80株 

発行価格   300,000円 
資本組入額  150,000円 

平成14年６月20日 10,640 15,960 － 430,550 － 238,390 株式分割（１：３） 

平成15年２月13日 1,000 16,960 23,375 453,925 32,725 271,115 

有償一般募集（ブックビルディン
グ方式による募集）による増資 

発行株数    1,000株 
発行価格   56,100円 
資本組入額  23,375円 
払込金総額 56,100千円 

 （注）１．主な割当先・・・・・・役員２名、従業員２名、有限会社坂本材木店、創建ホームズ従業員持株会、個

人14名 

２．主な割当先・・・・・・役員３名、従業員１人、個人45名 

３．主な割当先・・・・・・東京中小企業投資事業有限責任組合、東京海上火災保険株式会社、トステム株

式会社、他法人11社 

４．みずほキャピタル株式会社（旧富士銀キャピタル株式会社） 

５．ＳＭＢＣキャピタル1号投資事業有限責任組合、ＳＭＢＣキャピタル株式会社 

 

(4）所有者別状況    
平成15年２月28日現在 

株  式  の  状  況 

区 分 政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 
外国法人等 
(うち個人) 

個人その他 計 
端株の状況 

株主数 － 2 － 24 
－ 
(－) 

529 555 － 

所有株式数 － 361 － 2,985 
－ 
(－) 

13,614 16,960 － 

 割合 － 2.1 － 17.6 
－ 
(－) 

80.3 100.0 － 

 

人 

株 

％ 



－  － 
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(5）大株主の状況  平成15年２月28日現在 

氏 名 又 は 名 称 住    所 所有株式数 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 

丸 本 吉 紀 東京都杉並区阿佐谷北1-12-5 5,460株 32.2％ 

創建ホームズ従業員持株会 東京都杉並区南荻窪1-43-15 920 5.4 

久 世 章 博 東京都中野区中央3-40-11 630 3.7 

東京中小企業投資事業有限 
責 任 組 合 

東京都渋谷区渋谷3-29-22 450 2.7 

丸 本  奈 美 子 東京都杉並区阿佐谷北1-12-5 390 2.3 

東 京 海 上 火 災 保 険 ㈱ 東京都千代田区丸の内1-2-1 360 2.1 

ト ス テ ム ㈱ 東京都江東区大島2-1-1 360 2.1 

ダイヤモンドキャピタル㈱ 東京都千代田区神田鍛治町3-6-3 300 1.8 

山 梨 中 銀 キ ャ ピ タ ル ㈱ 山梨県甲府市丸の内1-20-8 300 1.8 

奈 良 木  壽 人 東京都練馬区立野町22-3 300 1.8 

計 － 9,470 55.8 

 

(6）議決権の状況 

① 発行済株式 平成15年２月28日現在 

区   分 株 式 数（株） 議決権の数（個） 内   容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) － － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式  16,960 16,960 
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 16,960 － － 

総株主の議決権 － 16,960 － 

 



－  － 
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② 自己株式等   平成15年２月28日現在 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数(株) 

他人名義所有株
式数(株) 

所有株式数の合
計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

  第三者割当増資により発行した株式について 

   平成13年12月21日付及び平成14年２月21日付有償第三者割当増資により発行した株式の取得者から、日本証券

業協会の規則等により、当該株式を公開（平成15年２月13日店頭登録）後６ヶ月間保有する旨の確約書を得てお

ります。なお、当該株式について、当該公開日から有価証券報告書の提出日までの間に株式の移動は行われてお

りません。 

 

(7）ストックオプション制度の内容 

 当社はストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年５月27日第10回定時株主総会 

終結時に在任又は在職する当社の取締役、監査役及び従業員に対して付与することを平成15年５月27日の第10 

回定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

決議年月日 平成15年５月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役、監査役及び従業員 （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 2,000株を上限とする。 （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額 未定 （注）３ 

新株予約権の行使期間 平成18年４月1日から平成20年３月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡には取締役会の決議を要する。 

  （注）１. 付与対象者の区分及び人数の詳細については、後日取締役会において決定するものといたします。 

        ２. 当社が新株予約権発行日以降に株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式

の数を調整するものとする。ただし、係る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない 

        新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整により１株の100分の１未満の端数が生じる

場合はこれを切り捨てる。 

        調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

       また、当社が他の会社と合併を行う場合もしくは当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を

行う場合で、本新株予約権が継承されるとき、あるいは、当社が株式の消却を行うときは必要と認め

る株式数の調整を行う。 

        ３. 新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株当たりの金額は、新株予約権発行日の日本証券業協会 

       が公表する当社株式普通取引の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）に1.20を 

       乗じた金額または105,000円のいずれか高い金額とする。なお、新株予約権発行日以降、当社が株式

分割または株式併合を行う場合は次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数についてはこれを切り上げる。 

    １ 
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

分割・併合の比率 

       また、当社が新株予約権発行日以降に時価を下回る価額で新株式を発行（時価発行として行う公募増

資、商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19の規定に定めら

れた新株引受権の行使及び新株予約権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込

金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数についてはこれを切り上げる。 
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  既発行済 新規発行株式数×１株当りの払込金額 

調 整 後 調 整 前 株 式 数 
＋ 

新株式発行前の株価 

 払込金額 
＝ 
払込金額 

× 
既発行済株式数＋新規発行株式数 

     ４. ①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時において当社または 

        当社子会社の取締役、監査役、従業員であることを要する。ただし、任期満了に伴う退任、定年退

職その他当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

       ②新株予約権者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合、その相続人は、本新株予約権を 

        相続することができる。 

       ③その他の条件については、当社の株主総会及び取締約会の決議に基づいて、当社と新株予約権者と

の間で締結する契約に定めるところによる。 

 

２．自己株式の取得等の状況 

［定時総会決議による自己株式の買受け等、子会社からの自己株式の買受け等又は再評価差額金による消却のための

自己株式の買受け等の状況］ 

(1）前決議期間における自己株式の取得等の状況 

 該当事項はありません。 

 

(2）当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況 

 該当事項はありません。 

 

［資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況］ 

(1）前決議期間における自己株式の買受け等の状況 

 該当事項はありません。 

 

(2）当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等 

 該当事項はありません。 

 

３．配当政策 

 当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保資金の確保などを総合的に勘案し、安定した

利益配分を継続して実施していく事を基本方針としております。配当性向につきましては20%を目標数値としてお

ります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株につき3,000円の配当を実施しました。この結果、

当事業年度の配当性向は18.9％となりました。内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対

応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市場ニーズに応える技術・管理体制を強化し、さらには、事業拡大

の展開を図るために有効投資してまいりたいと考えております。 
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４．株価の推移 

(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価      

回 次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成10年４月 平成11年４月 平成12年４月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 

最 高 －円 －円 －円 －円 －円 100,000円 
最近５年間の事業年

度別最高・最低株価 

最 低 －円 －円 －円 －円 －円 65,000円 

月 別 平成14年９月 10月 11月 12月 平成15年１月 ２月 

最 高 －円 －円 －円 －円 －円 100,000円 最近６箇月間の月別

最高・最低株価 

最 低 －円 －円 －円 －円 －円 65,000円 

 （注）１．最高・最低株価は、日本証券業協会の公表のものであります。 

なお、平成15年２月13日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については

該当事項はありません。 

２．第８期は決算期の変更により、平成12年５月１日から平成13年２月末日までの10ヶ月間となっておりま

す。 
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５．役員の状況   

役名及び職名 
氏 名 
（生 年 月 日） 

略 歴 所有株式数 

代表取締役社長 
 

（事業本部長） 

丸 本 吉 紀 

（昭和32年12月９日生） 

平成元年３月 菱信住宅販売株式会社（現三菱信不動産

販売株式会社）入社 

平成６年１月 当社設立代表取締役社長就任 

平成15年３月 代表取締役社長兼事業本部長（現任） 

5,460 

専 務 取 締 役 
 

（自由が丘事業部長） 

久 世 章 博 

（昭和36年４月５日生） 

昭和61年４月 コミー株式会社入社 

平成２年10月 菱信住宅販売株式会社（現三菱信不動産

販売株式会社）入社 

平成４年８月 新宿リハウス株式会社入社 

平成６年10月 当社入社営業部長 

平成７年12月 取締役就任営業部長 

平成11年12月 専務取締役就任営業部長 

平成12年10月 専務取締役事業本部長 

平成15年３月 専務取締役自由が丘事業部長（現任） 

630 

常 務 取 締 役 
 

（管理本部長） 

町 本  徹 

（昭和30年１月27日生） 

昭和52年４月 山一證券株式会社入社 

昭和58年６月 オリックスクレジット株式会社入社 

平成２年５月 コスモ信用組合入社 

平成10年９月 当社入社総務部長 

平成11年６月 取締役就任総務部長 

平成11年12月 常務取締役就任総務部長 

平成14年８月 常務取締役管理本部長（現任） 

210 

取 締 役 
 

（事業本部副部長） 

藤 井 次 郎 

（昭和18年９月７日生） 

昭和44年１月 大東興業株式会社入社 

昭和59年10月 株式会社テスコ取締役就任 

平成７年12月 当社入社取締役就任 

平成12年10月 取締役事業本部副部長（現任） 

180 

取 締 役 
 

（リフォーム事業部長） 

岡 部 昭 夫 

（昭和30年10月26日生） 

昭和53年４月 株式会社東食入社 

平成12年５月 当社入社経理部長 

平成12年11月 生産管理部長兼経営企画室長 

平成13年５月 取締役就任生産管理部長兼経営企画室長 

平成14年８月 取締役生産管理部長 

平成15年３月 取締役リフォーム事業部長（現任） 

120 

取 締 役 
 

（横浜事業部長） 

石 井 啓 一 

（昭和24年11月28日生） 

昭和50年４月 株式会社ハウザー入社 

平成３年３月 菱信住宅販売株式会社（現三菱信不動産

販売株式会社）入社 

平成13年10月 当社入社第一事業部長 

平成14年５月 取締役就任第一事業部長 

平成15年３月 取締役横浜事業部長（現任） 

60 

常 勤 監 査 役 
進 藤  正 

（昭和10年２月11日生） 

昭和35年４月 日本興業銀行株式会社（現株式会社みず

ほ銀行及び株式会社みずほコーポレート

銀行）入行 

昭和61年12月 岡三証券株式会社常務取締役就任 

平成６年６月 同社代表取締役専務就任 

平成９年６月 東洋建設株式会社監査役就任 

平成12年10月 当社入社顧問 

平成13年５月 常勤監査役就任（現任） 

－ 

株 
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役名及び職名 
氏 名 
（生 年 月 日） 

略 歴 所有株式数 

監 査 役 
丸 山 弘 昭 

（昭和21年３月14日生） 

昭和45年４月 日本合成ゴム株式会社（現ＪＳＲ株式会

社）入社 

昭和47年４月 株式会社第一会計計算センター(現株式

会社ダイテック)入社 

昭和56年10月 熱田コンピュータサービス株式会社(現

株式会社アタックス)取締役就任 

昭和60年３月 同社代表取締役就任（現任） 

平成３年10月 丸山弘昭税理士事務所所長就任（現任） 

平成14年５月 当社監査役就任（現任） 

－ 

計 － － 6,660 

 

株 
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第５ 経理の状況 
 

１．財務諸表の作成方法について 
 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第９期（平成13年３月１日から平成14年２月28日まで）及

び第10期（平成14年３月１日から平成15年２月28日まで）の財務諸表について、朝日監査法人により監査を受け

ております。 

 なお、第９期に係る監査報告書は、平成15年１月７日提出の有価証券届出書にとじ込まれたものによっており

ます。 

 

３．連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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財務諸表等 

(1）財務諸表 

① 貸借対照表  （単位：千円） 

第９期 
（平成14年２月28日現在） 

第10期 
（平成15年２月28日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金預金 ※1  784,969   908,969  

２．完成工事未収入金   76,275   112,876  

３．販売用不動産 ※1  1,117,940   2,717,396  

４．仕掛販売用不動産 ※1  4,085,481   2,649,799  

５．未成工事支出金   39,554   92,621  

６．材料貯蔵品   1,145   1,141  

７．前渡金   227,508   147,967  

８．前払費用   30,236   52,165  

９．繰延税金資産   22,525   24,968  

10．仮払金   89,538   16,613  

11．その他流動資産   6,754   4,817  

貸倒引当金   △280   △761  

流動資産合計   6,481,649 90.0  6,728,575 87.0 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建 物 ※1,2 238,833   235,159   

減価償却累計額  27,168 211,665  36,456 198,702  

２．車両運搬具  1,922   1,922   

減価償却累計額  1,063 858  1,337 584  

３．工具器具・備品  6,169   5,810   

減価償却累計額  4,559 1,610  4,104 1,706  

４．土 地 ※1  298,700   299,015  

５．建設仮勘定 ※1  153,777   472,204  

有形固定資産計   666,611 9.3  972,213 12.5 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   750   4,564  

２．電話加入権   949   949  

無形固定資産計   1,700 0.0  5,514 0.1 
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  （単位：千円） 

第９期 
（平成14年２月28日現在） 

第10期 
（平成15年２月28日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

(3）投資等    ％   ％ 

１．出資金   1,460   1,460  

２．従業員長期貸付金   585   -  

３．長期前払費用   16,293   14,318  

４．繰延税金資産   -   1  

５．その他投資等   33,934   13,913  

貸倒引当金   △17   △11  

投資等計   52,256 0.7  29,682 0.4 

固定資産合計   720,568 10.0  1,007,410 13.0 

資産合計   7,202,217 100.0  7,735,985 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．工事未払金   412,098   501,123  

２．短期借入金 ※1  3,739,770   3,554,422  

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

※1  554,881   803,531  

４．未払金   13,453   154,201  

５．未払法人税等   160,000   185,547  

６．未成工事受入金   223,945   184,840  

７．預り金   3,757   4,361  

８．完成工事補償引当金   23,810   24,000  

９．その他流動負債   40,464   19,367  

流動負債合計   5,172,179 71.8  5,431,394 70.2 

Ⅱ 固定負債        

１．社 債   100,000   200,000  

２．長期借入金 ※1  653,324   569,611  

３．受入保証金   2,778   2,542  

固定負債合計   756,102 10.5  772,153 10.0 

負債合計   5,928,282 82.3  6,203,548 80.2 
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  （単位：千円） 

第９期 
（平成14年２月28日現在） 

第10期 
（平成15年２月28日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資本の部）    ％   ％ 

Ⅰ 資本金 ※3  430,550 6.0  453,925 5.9 

Ⅱ 資本準備金   238,390 3.3  271,115 3.5 

Ⅲ 利益準備金   8,591 0.1  8,591 0.1 

Ⅳ その他の剰余金        

１．当期未処分利益   596,404   798,806  

その他の剰余金合計   596,404 8.3  798,806 10.3 

資本合計   1,273,935 17.7  1,532,437 19.8 

負債資本合計   7,202,217 100.0  7,735,985 100.0 
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② 損益計算書  （単位：千円） 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

Ⅰ 売上高    ％   ％ 

１．完成工事高  2,359,644   1,586,134   

２．不動産事業売上高  11,339,140 13,698,784 100.0 14,949,016 16,535,151 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．完成工事原価  2,092,455   1,326,694   

２．不動産事業売上原価  10,253,715 12,346,171 90.1 13,579,079 14,905,773 90.1 

売上総利益        

１．完成工事総利益  267,188   259,440   

２．不動産事業売上総利益  1,085,424 1,352,613 9.9 1,369,937 1,629,377 9.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売手数料  332,665   399,500   

２．広告宣伝費  18,957   38,617   

３．貸倒引当金繰入額  -   475   

４．役員報酬  77,691   86,311   

５．従業員給料手当  81,151   107,256   

６．従業員賞与  32,357   41,274   

７．法定福利費  16,068   20,898   

８．福利厚生費  1,092   1,515   

９．事務用品費  8,325   6,800   

10．通信交通費  6,869   9,656   

11．水道光熱費  2,739   2,420   

12．賃借料  8,971   10,629   

13．接待交際費  4,763   4,612   

14．図書印刷費  7,736   15,781   

15．支払手数料  69,037   66,843   

16．地代家賃  12,995   12,208   

17．減価償却費  6,467   5,261   

18．租税公課  113,717   128,786   

19．保険料  7,974   6,451   

20．雑費  22,297 831,880 6.1 23,900 989,200 6.0 

営業利益   520,732 3.8  640,176 3.9 
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  （単位：千円） 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

Ⅳ 営業外収益    ％   ％ 

１．受取利息  557   238   

２．受取配当金  27   45   

３．受取家賃  13,563   12,783   

４．違約金収入  13,900   100   

５．助成金収入  3,738   856   

６．保険金収入  5,699   2,535   

７. デリバティブ評価益      

８．その他営業外収益  

- 
 

1,128 38,614 0.3 

3,071 
 

2,233 21,864 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  149,877   164,115   

２．デリバティブ評価損  1,190   -   

３．その他営業外費用  13,769 164,837 1.2 46,657 210,773 1.3 

経常利益   394,510 2.9  451,267 2.7 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※１ 383   -   

２．貸倒引当金戻入益  867   -   

３．補助金収入  4,959 6,209 0.0 - -  

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※２ 3,148   -   

２．固定資産除却損 ※３ 714   2,943   

３．建物圧縮損  4,914 8,777 0.1 - 2,943 0.0 

税引前当期純利益   391,942 2.8  448,324 2.7 

法人税、住民税及び事業税  181,451   197,000   

法人税等調整額  △12,188 169,262 1.2 △2,444 194,555 1.2 

当期純利益   222,679 1.6  253,768 1.5 

前期繰越利益   373,724   545,037  

当期未処分利益   596,404   798,806  
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イ．完成工事原価報告書  （単位：千円） 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

   ％  ％ 

Ⅰ 材料費  523,456 25.0 341,944 25.8 

Ⅱ 外注費  1,350,260 64.5 823,209 62.0 

Ⅲ 経費  218,738 10.5 161,540 12.2 

（うち人件費）  (123,505) (5.9) (104,789) (7.9) 

合計  2,092,455 100.0 1,326,694 100.0 

 

ロ．不動産事業売上原価報告書  （単位：千円） 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

   ％  ％ 

Ⅰ 土地原価  8,479,559 82.7 10,819,332 79.7 

Ⅱ 材料費  488,597 4.8 863,586 6.4 

Ⅲ 外注費  1,111,097 10.8 1,567,577 11.5 

Ⅳ 経費  174,460 1.7 328,582 2.4 

（うち人件費）    (91,753) (0.9) (211,090) (1.6) 

合計  10,253,715 100.0 13,579,079 100.0 

 （注）１．原価計算の方法 

完成工事原価・・・・・・個別原価計算によっております。 

不動産事業売上原価・・・個別原価計算によっております。 

２．完成工事原価及び不動産事業売上原価（販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金を含む）

に含まれている引当金繰入額は次のとおりであります。 

   第９期  第10期  

 完成工事補償引当金繰入額  23,810千円  24,000千円  
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③ キャッシュ・フロー計算書  （単位：千円） 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．税引前当期純利益  391,942 448,324 

２．減価償却費  13,567 12,209 

３．貸倒引当金の増減額  △867 475 

４．完成工事補償引当金の
増減額 

 14,810 190 

５．受取利息及び受取配当
金 

 △585 △284 

６．支払利息  149,877 164,115 

７．デリバティブ評価損益  1,190 △3,071 

８．固定資産売却益  △383 - 

９．固定資産除売却損  3,862 2,943 

10．建物圧縮損  4,914 - 

11．売上債権の増減額  27,336 △35,400 

12．たな卸資産の増減額  △791,862 △216,837 

13．前渡金の増減額  △126,318 79,540 

14．仕入債務の増減額  32,560 89,024 

15．未成工事受入金の増減
額 

 △118,335 △39,105 

16．その他  △32,309 75,387 

小計  △430,598 577,511 

17．利息及び配当金の受取
額 

 802 330 

18．利息の支払額  △152,456 △169,393 

19．法人税等の支払額  △92,230 △171,452 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △674,482 236,996 
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  （単位：千円） 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．定期預金の預入による
支出 

 △211,623 △89,604 

２．定期預金の払戻による
収入 

 226,531 99,289 

３．有形固定資産の取得に
よる支出 

 △178,348 △194,400 

４．有形固定資産の売却に
よる収入 

 31,950 - 

５．無形固定資産の取得に
よる支出 

 △821 △4,573 

６．貸付金の回収による収
入 

 2,247 1,655 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △130,064 △187,634 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．短期借入れによる収入  10,078,130 9,319,500 

２．短期借入金の返済によ
る支出 

 △8,776,760 △9,504,847 

３．長期借入れによる収入  301,500 1,648,000 

４．長期借入金の返済によ
る支出 

 △679,296 △1,483,063 

５．株式の発行による収入  150,750 56,100 

６．社債の発行による収入  100,000 100,000 

７．配当金の支払額  △41,100 △51,366 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,133,224 84,322 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 - - 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 328,676 133,685 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 248,179 576,855 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 576,855 710,541 
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④ 利益処分計算書  （単位：千円） 

第９期 
株主総会承認日 
平成14年５月24日 

第10期 
株主総会承認日 
平成15年５月27日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 当期未処分利益   596,404  798,806 

Ⅱ 利益処分額      

１．株主配当金  51,366 51,366 50,880 50,880 

Ⅲ 次期繰越利益   545,037  747,926 
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重要な会計方針   

期  別 
 

項  目 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

１．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同    左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び未成工事支出金 

 個別法による原価法 

(1)販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び未成工事支出金 

同    左 

 (2)材料貯蔵品 

 先入先出法による原価法 

(2)材料貯蔵品 

同    左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1)有形固定資産 

同    左 

  

 

 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり 

  であります。 
 
建物 15～50年 

車両運搬具 ３～６年 

工具器具・備品 ３～20年 
  

建物        15～50年 

車両運搬具       ６年 

工具器具・備品     ３～20年 

 

(2)無形固定資産 

 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2)無形固定資産 

同    左 
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期  別 
 

項  目 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

４．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(1)新株発行費 

同    左 

 

 （追加情報） 

    平成15年２月13日付の有償一般募

集による新株式発行（1,000株）は、

引受証券会社が引受価額で引受を行

い、これを引受価額と異なる発行価

額で一般投資家に販売するいわゆる

「スプレッド方式」の売買引受契約

によっております。 

 「従来の方式」では、引受証券会社 

に対し、引受手数料を支払うことに 

なりますが、「スプレッド方式」で

は、発行価額と引受価額との差額が 

事実上の引受手数料となりますので 

引受証券会社に対する引受手数料の 

支払はありません。 

 平成15年２月13日の新株式発行に

係る引受価額と発行価額の差額の総

額3,900千円は「従来の方式」によれ

ば新株発行費として処理されるべき

金額に相当します。 

 このため、「従来の方式」によっ

た場合に比べ、新株発行費の額と資

本金及び資本準備金の合計額は、そ

れぞれ3,900千円少なく、経常利益及

び税引前当期純利益は同額多く計上

されております。 

 (2)社債発行費 

  支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(2)社債発行費 

同        左 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同    左 

 

 (2)完成工事補償引当金 

完成工事の瑕疵担保責任に基づくメ

ンテナンス費用の支出に備えるため、

その発生見込額を計上しております。  

(2)完成工事補償引当金 

同    左 
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期  別 
 

項  目 

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同    左 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップ、金利キャップにつ

いては、特例処理を行っております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同    左 

 

 

 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

  金利スワップ、金利キャップ 

ヘッジ対象 

  借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同    左 

 

 

 

 (3)ヘッジ方針 

金利リスクの低減並びに金融収支改

善のため、対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。 

(3)ヘッジ方針 

同    左 

 

 

 (4)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しておりま

す。ただし、特例処理によっている金

利スワップ等については、有効性の評

価を省略しております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

同    左 

 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同    左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税抜処理に

よっており、資産に係る控除対象外消

費税等は長期前払費用に計上し、５年

間で均等償却を行っております。 

消費税等の会計処理方法 

同    左 
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注記事項 

（貸借対照表関係）  

第９期 
（平成14年２月28日現在） 

第10期 
（平成15年２月28日現在） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１ 担保資産及び担保付債務 

 下記の資産は、短期借入金3,424,770千円、１年以内返済

予定の長期借入金538,941千円及び長期借入金609,049千円の

担保に供しております。 

 下記の資産は、短期借入金3,143,022 千円、１年以内返済

予定の長期借入金766,068千円及び長期借入金562,799千円の

担保に供しております。 
 

定期預金 110,450千円 

販売用不動産 751,912千円 

仕掛販売用不動産 3,651,581千円 

建物 208,803千円 

土地 298,700千円 

建設仮勘定 144,743千円 

計 5,166,191千円 
  

 
定期預金            101,327千円 

販売用不動産 1,924,763千円 

仕掛販売用不動産 2,402,646千円 

建物 198,702千円 

土地 298,700千円 

建設仮勘定 472,204千円 

計 5,398,344千円 
  

※２ 有形固定資産圧縮記帳額  ※２ 有形固定資産圧縮記帳額 

 建物の取得価額より4,914千円を直接減額しておりま

す。 

     建物の取得価額より4,914千円を直接減額しておりま 

    す。 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 ※３ 授権株式数及び発行済株式総数 
 

授権株式数 10,000株 

発行済株式総数 5,320株 
  

 
授権株式数 63,840株 

発行済株式総数 16,960株 
  

 

（損益計算書関係）  

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１            － 
 

土地 383千円 
  

 
  

  
※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※２                － 
 

建物 3,148千円 
  

 
  

  
※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
 

車両運搬具 714千円 
  

 
建物 2,757千円 

工具器具・備品 185千円 
  

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）  

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係（平成14年２月28日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係（平成15年２月28日現在） 
 
現金預金勘定 784,969千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △208,113千円 

現金及び現金同等物 576,855千円 
  

 
現金預金勘定 908,969千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △198,428千円 

現金及び現金同等物 710,541千円 
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（リース取引関係）  

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

 千円 千円 千円 

工具器具・備品 60,696 13,685 47,010 

合 計 60,696 13,685 47,010 

  

 

 
取得価額相
当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

 千円 千円 千円 

工具器具・備品 64,105 24,935 39,170 

合 計 64,105 24,935 39,170 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同    左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 11,481千円 

１年超 35,529千円 

合 計 47,010千円 
  

 
１年内 12,163千円 

１年超 27,007千円 

合 計 39,170千円 
  

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同    左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 
支払リース料 9,755千円 

減価償却費相当額 9,755千円 
  

 
支払リース料 11,925千円 

減価償却費相当額 11,925千円 
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同    左 
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（有価証券関係） 

第９期（平成14年２月28日現在） 

 該当事項はありません。 

 

第10期（平成15年２月28日現在） 

 該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項  

第９期 

自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 

自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

１.取引の内容 

  当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引、金利キャップ取引があります。 

１.取引の内容 

同    左 

 

２.取引に対する取組方針 

  当社のデリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。 

２.取引に対する取組方針  

同    左 

 

 

３.取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用し

ております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行ってお

ります。 

(1)ヘッジ会計の方法 

   原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、特例処理の要件を満たす金利スワップ、金利

キャップについては、特例処理を行っております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    金利スワップ、金利キャップ 

ヘッジ対象 

借入金 

(3)ヘッジ方針 

   金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。ただし、特例処理によっている金利ス

ワップ等については、有効性の評価を省略しております。 

３.取引の利用目的 

同    左 

 

４.取引に係るリスクの内容 

  金利スワップ取引、金利キャップ取引は市場金利の変動に

よるリスクを有しております。 

  なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定してい

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

４.取引に係るリスクの内容 

同    左 
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第９期 

自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 

自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

５.取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び

取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決

裁担当者の承認を得て行っております。 

５.取引に係るリスク管理体制 

同    左 

 

６.取引の時価等に関する事項についての補足説明 

  取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくま

でもデリバティブ取引における名目的な契約額、または計算

上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリ

スクの大きさを示すものではありません。 

６.取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同    左 

 

 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連  （単位：千円） 

第９期（平成14年２月28日現在） 第10期（平成15年２月28日現在） 

契 約 額 等 契 約 額 等 

区

分 

種  類 

 うち1年超 
時 価 評価損益 

 うち1年超 
時 価 評価損益 

金利キャップ取引 
(買建) 

117,850 113,650 80 △907 113,650 109,450 4 △75 
市
場
取
引
以
外
の
取
引 

金利スワップ取引 
(買建) 
受取変動・支払固
定 

500,000 500,000 △20,657 △20,657 500,000 500,000 △17,509 △17,509 

 合  計 617,850 613,650 △20,576 △21,564 613,650 609,450 △17,504 △17,585 

  （第９期） （第10期） 

 (注)１. 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に

基づき算定しております。 

(注)１. 時価の算定方法 

同  左 

 

 ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

取引は除いております。 

２． 同  左 

 

 

（退職給付関係） 

第９期（平成14年２月28日現在） 

 当社は退職給付制度がありませんので、該当事項はありません。 

 

第10期（平成15年２月28日現在） 

 当社は退職給付制度がありませんので、該当事項はありません。 
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（税効果会計関係）  （単位：千円） 

 
第９期 

（平成14年２月28日現在） 
第10期 

（平成15年２月28日現在） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳                
 
繰延税金資産 

完成工事補償引当金損金算入限度超過額 

未払不動産取得税否認 

未払事業所税否認 

未払事業税否認 

その他 

繰延税金資産計 
  

 
 

5,971 

2,161 

－ 

14,393 

－ 

22,525 

  

 
 

6,526 

－ 

1,036 

16,663 

743 

24,969 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

 

 

３. 決算日後に法人税等の税率の変更があるときのそ

の内容及び影響 

  法定実効税率と税効果適用後 

の法人税等の負担率との間の差 

異が法定実効税率の100分の5以 

下であるため、記載を省略して 

おります。 

 

           

同  左 

 

 

 

 

 平成15年３月31日付の改正地

方税法公布により、平成16年４

月１日以後開始事業年度から法

人事業税に外形標準課税制度が

導入され、所得割の標準税率が

引下げられました。これに伴い

法定実効税率も42.05％から

40.69％に引下げられますが、

将来の繰延税金資産及び負債の

金額に与える影響は軽微であり

ます。 

 

（持分法損益等） 

第９期（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日） 

 該当事項はありません。 

 

第10期（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日） 

 該当事項はありません。 
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（関連当事者との取引） 

第９期（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日） 

役員及び個人主要株主等       

関係内容 

属 性 氏  名 住 所 
資本金又
は出資金 

職 業 
議決権等の所
有(被所有)割
合 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科 目 
期末残高 
(千円) 

当社借入金の
債務保証 
(注)2(1)(2) 

4,947,975 － － 

外注取引先へ
の工事未払金 
支払いの債務 
保証 
(注)2(1)(2) 

36,466 － － 

未経過ﾘｰｽ料 
の債務保証 
(注)2(1)(2) 

12,259 － － 

丸本 吉紀 － － 
当社 
代表取締役 

(被所有) 
直接35.2％ 

－ － 

当社社債の債
務保証 
(注)2(1)(2) 

100,000 － － 

藤井 次郎 － － 当社取締役 
(被所有) 
直接1.1％ 

－ － 
社宅賃貸借契 
約 
(注)2(3) 

2,160 
受 入 
保証金 

400 

役員及
びその
近親者 

丸本奈美子 － － － 
(被所有) 
直接2.4％ 

－ － 
当社借入金の 
債務保証 
(注)2(1)(2) 

19,530 － － 

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方法 

(1) 当社は、金融機関等からの借入金、外注取引先トステム㈱への支払い、リコーリース㈱へのリース料の

支払い及び社債に対して代表取締役 丸本 吉紀より債務保証を受けております。また、当社の金融機関 

等からの借入金に対して、代表取締役 丸本 吉紀の配偶者 丸本 奈美子より債務保証を受けております。 

(2) 当社は、当該債務保証について保証料の支払い及び担保の提供は行っておりません。 

(3) 賃貸料については、近隣の取引実勢に基づいております。 

 

第10期（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日） 

役員及び個人主要株主等       

関係内容 

属 性 氏  名 住 所 
資本金又
は出資金 

職 業 
議決権等の所
有(被所有)割
合 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科 目 
期末残高 
(千円) 

当社借入金の
債務保証 
(注)2(1)(2) 

100,563 － － 

丸本 吉紀 － － 
当社 
代表取締役 

(被所有) 
直接32.2％ 

－ － 
当社社債の債
務保証 
(注)2(1)(2) 

100,000 － － 

社宅賃貸借契
約 
(注)2(3) 

540 － － 

不動産売買契
約 

(注)2(4) 
42,800 － － 

役員及
びその
近親者 

藤井 次郎 － － 当社取締役 
(被所有) 
直接1.1％ 

－ － 

工事請負契約 

(注)2(4) 
20,000 － － 

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方法 

(1) 当社は、金融機関等からの借入金及び社債に対して代表取締役 丸本 吉紀より債務保証を受けておりま

す。 

(2) 当社は、当該債務保証について保証料の支払い及び担保の提供は行っておりません。 

(3) 賃貸料については、近隣の取引実勢に基づいております。なお、当該社宅賃貸借契約は平成14年4月に

解消されております。 

(4) 取引金額については、市場実勢に基づいております。 



－  － 
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（１株当たり情報）  

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

１株当たり純資産額         239,461円63銭 

１株当たり当期純利益金額            51,412円93銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に 

ついては、当社株式は非上場、かつ店頭登録もしてい 

ないため、期中平均株価が把握できませんので、記載 

しておりません。 

１株当たり純資産額         90,356円00銭 

１株当たり当期純利益金額            15,856円74銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に 

ついては、潜在株式が存在しないため、記載しており 

ません。 

(注)  第10期の１株当たり当期純利益金額は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

     

（重要な後発事象）  

第９期 
自 平成13年３月１日 
至 平成14年２月28日 

第10期 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

            － 新株予約権方式によるストックオプション制度 

 平成15年５月27日開催の第10回定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき

ストックオプションとして、当社の取締役、監査役及

び従業員に対し、新株予約権を発行することを決議致

しました。その内容は「第４ 提出会社の状況 １ 

株式等の状況 （７）ストックオプション制度の内容」 

に記載のとおりであります。 

 



 

－  － 
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⑤ 附属明細表 

(ｲ）有価証券明細表 

 該当事項はありません。 

 

(ﾛ）有形固定資産等明細表 （単位：千円） 

減価償却累計額又は償却累計額 
資 産 の 種 類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

 当期償却額 
差引当期末残高 摘要 

建 物 238,833 - 3,674 235,159 36,456 10,205 198,702  

車両運搬具 1,922 - - 1,922 1,337 273 584  

工具器具・備品 6,169 1,252 1,611 5,810 4,104 969 1,706  

土 地 298,700 315 - 299,015 - - 299,015  

建設仮勘定 153,777 318,427 - 472,204 - - 472,204  

有
形
固
定
資
産 

計 699,403 319,994 5,285 1,014,111 41,898 11,449 972,213 － 

ソフトウェア - - - 5,395 830 759 4,564  

電話加入権 - - - 949 - - 949  

無
形
固
定
資
産 計 - - - 6,344 830 759 5,514 － 

長期前払費用 19,852 6,353 6,149 20,055 5,737 2,178 14,318  

- - - - - - - -  繰
延
資
産 計 - - - - - - - － 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

建設仮勘定   横浜事業部   318,427千円 

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期

減少額」の記載を省略しております。 

 

 

(ﾊ）社債明細表       

銘  柄 発行年月日 前期末残高 当期末残高 利率 担 保 償還期限 摘要 

第２回無担保社債 平成13年 ９月25日 100,000千円 100,000千円 0.6％ なし 平成16年 
９月25日 － 

第３回無担保社債 平成14年 ８月28日 - 100,000千円 1.3％ なし 平成17年 
８月26日 － 

合 計 － 100,000千円 200,000千円  －  －  － － 

(注) 決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

１年以内 
１ 年 超 
２年以内 

２ 年 超 
３年以内 

３ 年 超 
４年以内 

４ 年 超 
５年以内 

－ 100,000千円 100,000千円 － － 



 

－  － 
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(ﾆ）借入金等明細表 （単位：千円） 

区   分 前期末残高 当期末残高 平均利率 返済期限 摘要 

短期借入金 3,739,770 3,554,422 2.7% －  

１年以内に返済予定の長期借入金 554,881 803,531 2.5% －  

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除く。) 

653,324 569,611 1.8% 平成16年～平成27年  

合  計 4,947,975 4,927,564 -  － － 

（注） １．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下

のとおりであります。 

     （単位：千円） 

  
１ 年 超 
２年以内 

２ 年 超 
３年以内 

３ 年 超 
４年以内 

４ 年 超 
５年以内 

 
長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除
く。) 

110,486 90,037 78,697 78,072 

 

(ﾎ）資本金等明細表 （単位：千円） 

区   分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘要 

資本金 430,550 23,375 - 453,925  

普通株式 (5,320株) 
430,550 

(11,640株) 
23,375 

(-株) 
- 
(16,960株) 
453,925 

 

 うち既発行
株式 

計 (5,320株) 
430,550 

(11,640株) 
23,375 

(-株) 
- 
(16,960株) 
453,925 

 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 238,390 32,725 - 271,115  
資本準備金及び
その他の資本剰
余金 

計 238,390 32,725 - 271,115  

利益準備金 8,591 - - 8,591  
利益準備金及び
任意積立金 

計 8,591 - - 8,591  

 （注） 資本金及び株式払込剰余金の当期増加額並びに普通株式の当期増加は、以下の原因によるものであります。 

・平成14年６月20日付 株式分割（１：３） 

・平成15年２月13日付 有償一般募集増資 

 

 

(ﾍ）引当金明細表    
（単位：千円） 

当期減少額 
区   分 前期末残高 当期増加額 

目的使用 その他 
当期末残高 摘要 

貸倒引当金 297 772 － 297 772 （注）１ 

完成工事補償引当金 23,810 24,000 16,288 7,521 24,000 （注）２ 

 （注）１. 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

        ２. 完成工事補償引当金の当期減少額「その他」は、洗替額であります。 

 



 

－  － 
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(2）主な資産及び負債の内容 

① 資産の部 

(イ)現金預金  （単位：千円） 

区      分 金 額 摘 要 

現金 2,758  

当座預金 0  

普通預金 687,782  

定期預金 218,428  

預

金 

小      計 906,211 － 

合      計 908,969 － 

 

(ロ)完成工事未収入金 

(a)相手先別内訳  （単位：千円） 

相   手   先 金 額 摘 要 

一  般  顧  客 112,876  

合      計 112,876 － 

 

(b)滞留状況  （単位：千円） 

期      別 金 額 摘 要 

平成14年２月以前計上額 -  

平成15年２月計上額 112,876  

合      計 112,876 － 

 

(ハ)販売用不動産  （単位：千円） 

物 件 所 在 地 金 額 摘 要 

東京都世田谷区千歳台５丁目 １３棟 686,545  

東京都中野区江古田１丁目   ７棟 370,973  

東京都目黒区下目黒４丁目   ３棟 205,903  

東京都杉並区阿佐谷南１丁目  ２棟 149,170  

東京都三鷹市上連雀７丁目   ２棟 131,325  

その他 1,173,478  

合      計 2,717,396 － 

 



 

－  － 
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このうち、土地の内訳は次のとおりであります。 

   （単位：千円）

物 件 所 在 地 面 積（㎡） 金 額 摘 要 

東京都世田谷区千歳台５丁目 １３棟 1,336.82 476,099  

東京都中野区江古田１丁目   ７棟 811.17 259,035  

東京都目黒区下目黒４丁目   ３棟 330.24 140,695  

東京都杉並区阿佐谷南１丁目  ２棟 228.93 109,748  

東京都三鷹市上連雀７丁目   ２棟 264.00 95,046  

その他 2,162.37 844,138  

合     計 5,133.53 1,924,763 － 

 

(ニ)仕掛販売用不動産  
（単位：千円） 

物 件 所 在 地 金 額 摘 要 

東京都国分寺市西町２丁目 321,941  

東京都世田谷区野毛２丁目 206,290  

東京都練馬区春日町６丁目 141,402  

神奈川県藤沢市片瀬海岸２丁目 132,985  

東京都杉並区松ノ木３丁目 131,705  

その他 1,715,473  

合     計 2,649,799 － 

 

このうち、土地の内訳は次のとおりであります。 

   （単位：千円）

物 件 所 在 地 面 積（㎡） 金 額 摘 要 

東京都国分寺市西町２丁目 965.36 231,770  

東京都世田谷区野毛２丁目 635.00 206,182  

東京都練馬区春日町６丁目 536.76 141,402  

神奈川県藤沢市片瀬海岸２丁目 493.17 132,985  

東京都杉並区松ノ木３丁目 416.52 131,705  

その他 4,747.23 1,580,842  

合     計 7,794.04 2,424,890 － 

 

 



 

－  － 
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(ホ)未成工事支出金  （単位：千円） 

期首残高 当期支出額 完成工事原価への振替額 期末残高 

39,554 1,379,761 1,326,694 92,621 

 

期末残高の内訳は次のとおりであります。 

 材料費 

外注費 

経費 

22,878千円 

56,369千円 

13,373千円 

 

 

 

 計 92,621千円  

 

(ヘ)材料貯蔵品  （単位：千円） 

区     分 金 額 摘 要 

切手・印紙 1,141  

合     計 1,141 － 

 

② 負債の部 

(イ)工事未払金  （単位：千円） 

相   手  先 金 額 摘 要 

トステム㈱ 64,463  

㈲日高設備工業 26,880  

カトウ産業㈱ 23,550  

㈲小野電気 19,107  

㈲安里興業 18,480  

その他 348,639  

合     計 501,123 － 

 

 

(ロ)未成工事受入金  （単位：千円） 

期首残高 当期受入額 完成工事高への振替額 期末残高 

223,945 16,732,012 16,771,117 184,840 

 

(3）その他 

 該当事項はありません。 

 

 

 



－  － 
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第６ 提出会社の株式事務の概要 
 

決 算 期 ２月末日 定 時 株 主 総 会 
毎営業年度終了後 
３ヶ月以内 

株主名簿閉鎖の期間 該当事項はありません 基 準 日 ２月末日 

中 間 配 当 基 準 日 ８月３１日 

株 券 の 種 類 

１株券 
５株券 
１０株券 
５０株券 
１００株券 

１ 単 元 の 株 式 数 － 

取 扱 場 所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
   三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

代 理 人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
   三菱信託銀行株式会社 

取 次 所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店 

株 式 の名義書換え 

名義書換手数料 無   料 新券交付手数料 無   料 

取 扱 場 所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
   三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

代 理 人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
   三菱信託銀行株式会社 

取 次 所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店 

端 株 の 買 取 り 

買 取 手 数 料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公 告 掲 載 新 聞 名 日本経済新聞 

株 主 に対する特典 該当事項はありません 

 

 

 



－  － 
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第７ 提出会社の参考情報 
 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し） 
及びその添付書類 

平成15年１月７日 
関東財務局長に提出。 

(2） 有価証券届出書の訂正届出書 平成15年１月23日 
及び平成15年２月３日 
関東財務局長に提出。 

(1)の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

 

 



－  － 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 
 

 

該当事項はありません。 
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